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Abstract
This paper is a study on marketing definition ,marketing production of nonprofit orga-

nization and a tentative on marketing type of NPO. In resent years,marketing manage-

ment concept is being empasize on NPO as well as commercial profit organization.Com-

mercial profit organization,s goal is profit from the stakeholders. However ,NPO,s goal is

make sure of social mission on a basis of management concept.This paper is a study on a

process of social mission marketing and a tentative marketing type of NPO.

要　約

本論は非営利組織のマーケティング定義、非営利組織のマーケティング醸成、非営利組

織におけるマーケティングの類型化について論究したものである。近年、マーケティング

マネジメントの概念は営利組織だけではなく、NPOである非営利組織においても重要視さ

れてきている。営利組織の目的は利益を上げることを目的とするが、NPOは経営理念を基

礎にした社会的使命を必達することを目的とする。NPOがミッションをどのようにして達

成しようとするのか、非営利組織におけるミッションマーケティングのプロセス並びにそ

の類型化の方策を試みる。
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はじめに

マーケティングは、顧客満足志向から社会

満足志向へと推移し移行つつある。マーケテ

ィングとは、「顧客満足の創造」であるとい

う単なる顧客満足志向概念から社会満足 1志

向概念へと変化し、顧客満足の概念は社会満

足のなかに包含されるといえる。こうしたマ

ーケティング概念が変容していくなかで、経

営理念を基礎にし社会的使命であるミッショ

ンを最上位に掲げるミッションマーケティン

グ（social mission marketing 2）の概念も醸成し

つつある。

企業ミッションを基軸にした株主ミッショ

ン→従業員ミッション→顧客ミッション→ス

テークホールダーミッション→社会ミッショ

ンへの浸透と社会ミッションからのフィード

バックによるインタラクティブマーケティン

グへの取り組みである。一方、最近では同じ

ミッションでも非営利組織（Non-profit Organi-

zation）におけるミッションマーケティング

への関心がにわかに高まってきている。

非営利組織とマーケティングとは、あまり

結びつかないのではないかという議論もない

わけではない。しかしながら、マネジメント

の概念は非営利組織においては多くの研究が

行われている。マネジメントあるところには

必ずマーケティングが存在する。

問題は、我が国における非営利組織のマー

ケティングの研究が後発であるというだけの

ことである。したがって、非営利組織におけ

るマーケティングに関する文献は、極めて少

なく非営利組織におけるマーケティングの研

究者もあまりいないようである。

しかしながら、NPO の先進国であるアメ

リカにおいては、コトラー（P.Kotler）やドラ

ッカー（P.F.Drucker）、ラブロック（C.H.Love-

lock）、ウェインバーグ（C.B.Weinberg）、サラ

モン（L.M.Salamon）などによっていち早く非

営利組織のマーケティングについての研究が

なされている。

我が国においては、アメリカよりも後発で

あるが、その社会的要請から NPO 法の制定

に伴う NPO 法人の認証が行われ、数多くの

非営利組織が社会貢献活動を行って成果を上

げている。いうまでもなく、NPO は企業と

は異なり「利益」を上げることを直接の目的

とせず、「使命」を必達（make sure）すること

を事業計画の目的とする。

欧米における NPO の存在意義は、政治の

失敗や市場の失敗、契約の失敗などが背景に

あり、それを補填するカタチで派生してきた

という事実がある。我が国においても然りで

ある。今や、NPO の存在なくして社会貢献

活動は成り立たないといっても過言ではない

だろう。

事業計画を遂行するためには、社会的使命

を目的とする NPO であるとはいえ、NPO に

おける CEO である理事者のリーダーシップ

のあるマネジメントおよびマーケティング活

動を必要とする。NPO の経営理念→社会的

使命（social mission）→経営責任→経営組織→

経営戦略・戦術→マーケティング戦略・戦術

→計画（長期・短期）→社会貢献→マーケテ

ィング成果→経営成果→経営評価は連動して

いるのである。

良き意図、良き使命、善意とい高潔で神聖

なるサービスを提供してくれる支持者・支援

者・寄付者などの「思い・想い（will）」を、
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非営利組織という機関が代わって事業計画を

立て受益者・利用者に提供し受益者満足、顧

客満足、寄付者満足を創造する。

こうした一連する事業活動は、マーケティ

ング活動そのものであるといえよう。ドラッ

カーが指摘しているように、NPO は利益を

目的としないからこそ、マネジメントやマー

ケティングが必要であるという逆説も成り立

つであろう。

事業体の使命は何か、顧客は誰か、顧客は

何を価値あるものと考えるか、成果は何か、

計画は何かといった具合に考えて、外界のニ

ーズ（needs）やウォンツ（wants）、デザイア

（desire）とミッション（mission）を基軸にし

た組織行動とを一体化していくことがマーケ

ティングである。

企業のマーケティングと NPO のマーケテ

ィングが根本的に異なるのは、利益を目的と

しないことはもちろん、目に見えない「善意」

というものを売るという点が違うのである。

そして善意をどのように評価するかが最も

難しいといえよう。

この寄付者の善意をどうやって受益者・利

用者にマーケティングしていくか。地域社会

を良くしていこうという強固な意思・想い

（will）および使命感と、成果を上げるための

テクニックである技術（skill）、マーケティン

グが円滑に機能してこそ NPO におけるマー

ケティングは必達されるといえるだろう。

非営利組織とマーケティン
グ

（1）非営利組織の定義とマーケティン

グ

NPO は、アメリカにおける経済成長過程、

つまりマネジリアルマーケティング（manage-

rial marketing）の弊害として起こった GM の

不買運動に端を発するコンシューマーリズム

（consumerrism）の台頭や産業公害、環境問題

などの露呈による政治・行政の失敗、企業に

よる市場の失敗を補うというカタチで生成し

てきたものであると考えられる。その後に到

来するソーシャルマーケティング（social mar-

keting 3）は、これをまざまざと見せつけてい

る。

NPO（Non-Profit Organization）を訳語化した

ものを非営利組織もしくは非営利組織体とい

う。この組織は会社・企業などの利益・利潤

追求を目的とする営利組織に対応する概念で

る。株式会社などの営利企業とは異なり、収

入から費用を差し引いた利益を NPO の関係

者に分配することが制度上できないような非

分配制約を受ける非営利活動を行う非政府、

民間の組織でありアメリカの文化制度を背景

として醸成した組織活動である。

ここで重要なことは、NPOは収益事業をや

ってはならないということではなく、もし収

益事業による余剰金が発生したならば、社会

的使命必達のために再投資すればよいという

ことなのである。利益を理事者を初めとする

役員・評議委員、担当スタッフおよび組織外

部に分配してはならないということである。

いうまでもなく、NPO には多種多様な活

動がある。高校や大学などの学校法人、病院

などの医療法人を初め、まちづくり、社会福

祉法人などの老人ホーム、環境問題や人権問

題などの社会問題に取り組んで資金援助や交

流・国際援助を行う市民団体、ボランティア、

宗教団体、労働組合なども広義の意味で

NPOに包含される。

山内直人『NPO 入門（日経文庫）』p.30 に

よれば、アメリカのジョンズ・ホプキンス大

学のサラモン教授を中心とする非営利セクタ

ー国際比較プロゼクトである JHCNP（The

Johns Hopkins Comparative Nonprofit Sector Project）
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では、NPO における最も基本的で遵守すべ

き規範・綱領を、次の 5項目にまとめ上げて

いる。

①利益・利潤を分配しない（nonprpfit dis-

tributing）こと。結果として利益が発生した場

合は、NPO活動に再投資する。

②非政府（non governmental）、私設（private）

であり、政府機関の一部ではないこと。ただ

し、政府から資金援助を受けることはやぶさ

かではない。

③フォーマル（formal）で組織（organization）

としての体裁を整えていること。必ずしも法

人格を保持していなくとも良い。

④自己統治・自己統制（self-government）で

きる機能を持ち他の組織に支配されず、完全

に独立した組織運営を行っていること。

⑤組織にボランタリー（voluntaly ：自発性）

的要素があり、自発的に組織化され寄付行為

や無償の労働力に依存していること。

（2）非営利組織と営利組織の違い

非営利組織の特徴を明らかにするために

は、営利組織との組織の違いを相対的に考察

することにより理解が深まる。図表 1-1 は主

な項目別に両者の相違点をまとめたものであ

る。なお、この図表でいう非営利組織とは

NPO法上の組織を指していう。

先ず、経営理念についてである。組織であ

る以上、営利非営利を問わず明確なマネジメ

ントの理念がある。双方とも「社会貢献活動」

を行うという点では一致しているが、営利組

織においては社会貢献結果としての利益追求

という具合に、どうしても利益・利潤を上げ

るというニュアンスが強くはたらくのであ

る。

しかしながら、非営利組織においては、あ

くまで社会貢献活動の励行を最上位の活動理

念として掲げ、支持者・支援者・寄付者の良

き意図、良き使命を必達する。次の目的・目

標および組織については、すでに論究してい

るのでここでは省略する。

次の対象であるが、営利組織においては一

般的に顧客・ユーザー・取引先などをその対

象にするが、非営利組織では原則として「受

益者」という見解をとっている。対価につい

ては、前者が有償として交換価値である価格

を支払うのに対して、後者は「無償」である。

しかしながら、無償であっても会計上では機

会費用（opportunity cost 4）という認識をもっ

て対処するという発想が大切である。

事業の性格および内容については、営利組

織がどちらかといえば、リスク分散という意

味合いから多角的であるのに対して、非営利

組織においてはきわめて労働集約的なサービ

ス業であるという特質がある。

つまり、医療法人などに見られるシェア

（share ：参加・貢献）→ケア（care ：世話）→

キュア（cure ：治療）といった面倒見業的な

性格が強く職員などの献身的な努力に負うと

ころが大きい。良き意図、善意を全うする限

り手抜きができないという慈善的奉仕活動そ

のものなのである。

次は、資本および配当についてである。い

うまでもなく、営利組織では株主による出

資・資本提供があり、投資額に応じて利益配

当を行うのを原則とする。これに対して、非

営利組織においては、寄付者の寄付金や会員

からの会費、政府などからの補助金などを充

てる。しかしながら、収益事業を行った場合

には、前述した通り収益部分の分配は禁止さ

れており、事業活動に再投資しなければなら

ないことになっている。

業務執行・意思決定（decision making 5）に

ついては、営利組織が取締役会であり、代表

取締役の強力なリーダーシップのもとに遂行

される。これに対して、非営利組織では理事
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会および評議委員会がこれに当たり、特に理

事長のリーダーシップはもとより高潔性 6が

求められる。

利害関係についてみると、営利組織におい

ては企業を取り巻く株主、従業員、取引先、

顧客、地域社会、NPO ・ボランティア、自

治体、国家といったステークホールダーとの

利害関係が常に存在し、良好な関係性を保持

していくことが求められる。

これに対して、非営利組織では、受益者と

の利害関係こそないものの、寄付金や会費、

補助金、収益事業利益などのアカウンタビリ

ティー（accountability ：責任・責務）、つまり

運営・報告・計算・説明などが義務づけられ

ている。善意に対する高潔性の原則が存在す

るのである。

利益についての概念では、営利組織が私的

利益を追求するのに対して、非営利組織では

社会的利益・公共の利益・受益者利益を追求

する。但し、企業においても「企業は社会の

公器 7」「公共の利益：公益を以て私益と成す 8」

という発想が大切になってきている。

非営利組織のマーケティングについての一考察［三宅隆之］

57

項　　目�
�
�

経営理念�
�

目的･目標�
�

組　　織�
�

対　　象�
�
�

事業の性格･内容�
�
�

サービスの対価�
�
�
�

資　　本�
�
�

配　　当�
�

業務執行�
（意思決定）�

�
利害関係�
�
�

利　　益�
�

マネジメント�
�

マーケティング�
�
�

事業･業務･活動�
�

サービス�
�

競争原理�
�

会　　計�
�

根拠法令�
�

その他�

　　　　　　　　　営利組織�
�
�
社会貢献結果としての利益�
�
利益･利潤の追求�
�
営利法人�
�
消費者･顧客･ユーザー･取引先�
�
�
どちらかといえば多角的（リスク分散）�
�
�
有償�
�
�
�
株式発行､出資（株主）�
�
�
有り�
�
取締役会､（代表取締役の強力なリーダーシップ）�
�
�
有り（対ステークホールダー）�
�
�
私的利益（公益を以て私益と成す）�
�
成果主義志向（利益の実現）�
�
対消費者･顧客志向､サービスの私的･個人的ニー�
ズ実現（commitment：公約）�
�
市場シェア確保･拡大�
�
営利サービス�
�
持続的「競争」優位性�
�
企業会計原則､商法､監査あり�
�
商法､会社法�
�
企業家精神など�

　　　　　　　　非営利組織�
�
�
社会貢献活動の励行�
�
社会的使命（mission）の必達�
�
公益法人�
�
受益者（ドラッカーやコトラーは「顧客」と�
言っている）�
�
きわめてケア（care）的であり労働集約的な面�
倒見業�
�
無償（無償であっても機会費用であるという�
認識が大切である）�
有償（収益事業の場合）�
�
寄付金（資金提供者･支援者）､補助金､会費､�
事業収入など�
�
無し（再投資）�
�
理事会､（理事長のリーダーシップと高潔性）�
評議委員会�
�
アカウンタビリティー有り（運営･報告･�
計算･説明など）�
�
社会的利益､公共の利益､受益者利益�
�
成果主義志向（ミッションの必達）�
�
対受益者（顧客）志向､資金提供者志向､サー�
ビスの社会的ニーズ実現（commitment：公約）�
�
社会貢献シェア拡大�
�
非営利＆慈善的サービス�
�
持続的「協調」優位性�
�
公益法人会計､監査あり�
�
NPO法（特定非営利活動促進法）�
�
相互扶助の精神など�

図表1-1　営利組織と非営利組織の主な相違点�
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マネジメントの概念では、営利組織が顧客

第一主義の立場から成果主義（社会貢献結果

利益の実現）のマネジメントを強化するのに

対して、非営利組織では同じ成果主義 9のマ

ネジメントでも社会的使命を必達し全うする

という社会貢献思想を第一義的に考える。

次は、いよいよマーケティングの概念であ

る。営利組織および非営利組織に共通する概

念は、「commitment ：公約 10」という概念で

ある。欧米の企業では、契約思想が市民レベ

ルで定着しており、我が国企業のマーケティ

ング活動においても、企業ミッション（cor-

porate mission）を経営理念に次ぐ最上位に掲

げて、株主ミッション、従業員ミッション、

顧客ミッション、ステークホールダーミッシ

ョン、社会ミッションへと浸透させる、いわ

ゆる「社会的使命のマーケティング（social

mission marketing）」が萌芽しつつある 11。

このコミットメントは、前者においては顧

客・ユーザー・取引先であり、後者において

は対受益者、対資金提供者・寄付者である。

企業のように対価を要求しないからこそ、無

償であるからこそ事業活動のアカウンタビリ

ティーが必要であり、組織の高潔性が求めら

れるのである。非営利組織のマーケティング

は情報公開することにより、社会貢献性、社

会貢献思想がより高まるという性格を保持し

ている。

次の概念は、事業活動およびサービスにつ

いてである。いうまでもなく、営利組織は製

品・商品・サービスなどの市場占有率・マー

ケットシェアの拡大を図ることを主眼におく

が、非営利組織では社会貢献シェアをどのよ

うに高めていくかを主目的とする。サービス

については、営利サービス（有償）と非営利

サービス（原則として無償）および慈善的サ

ービスの違いに目をつける必要がある。

競争原理については、営利組織では持続的

競争優位性をいかに図っていくかであり、非

営利組織では持続的協調優位性を図っていく

かが問われてくる。最近では、双方ともパー

トナーシップである良好で円滑な顧客関係性

をどのように構築していくかが大きな課題と

なってきている。

会計については、営利組織は企業会計原則

および商法であり、非営利組織は公益法人会

計が適用される。根拠法令は前者が商法およ

び会社法であり、後者はNPO法である。

企業における社会的使命のマネジメントお

よびマーケティングは、図表 1-2 のようなミ

ッション（mission）→モチベーション（moti-

vation）→コミュニケーション（communication）

→コラボレーション（collaboration）→バリ

エーション（variation）→イノベーション

（innovation）→コントリビューション（con-

tribution）→マネジメントリザルト（manage-

ment result）のフローを経て社会的使命が必

達される。

（3）ミッションを基軸にしたマネジメ

ントの展開

非営利組織のマネジメントは、事業目的で

ある社会的使命のミッションを基軸にしたマ

ネジメントシステム（mission management sys-

tem）を導入することが大切である。このシ

ステムの詳細は、拙著『社会的使命の経営学
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/mission management system』（中央経済社）で

論述しているので参考にしてもらいたい。

この本は営利組織、つまり会社・企業にお

けるミッションマネジメントシステムの導入

という立場から論究しているが、このマネジ

メントシステムは、アレンジすれば非営利組

織のマネジメントにも十分に応用し活用する

ことができる手法なので、ここではその概要

について論究するにとどめる。

具体的には、図表 1-3 に示したように、事

業体の基軸になるミッションを経営理念を基

礎に最上位に据えて、事業体のミッションを

必達するという垂直的なステップ・概念図の

展開になる。問題は、いかにして事業ミッシ

ョンを組織内外に具体的に浸透させ成果の実

現を図るかということである。

事業体の燃えるような経営意思であり、社

会的使命である事業ミッションをいかに理解

させ納得してもらい多くの人々の賛同を得

て、社会的正義と社会的貢献の実現に向けて

ドライビングフォース（driving force ：燃える

ような事業推進力 12）、エネルギーパワーを発

揮するかである。

このステップは、NPO 事業の経営理念を

基礎にして事業ミッションを最上位に掲げ、

以下の概念を事業ミッションで串刺しにする

よう、事業ミッションを組織内外に浸透させ

展開していくのである。NPO の経営理念→

社会的使命（事業体のミッション）→経営ビ

ジョン・構想→経営目標→経営責任→経営組

織→組織文化→経営戦略・戦術→マーケティ

ング戦略・戦術→経営計画（長期・中期・短

期）→社会貢献→経営成果→経営評価という

フローになる。

こうした流れを NPO の構成メンバー全員

が共通認識として共有し維持・存続させるこ

とが大切である。とりわけ、事業体のミッシ

ョンは大切で善なる行為・行動を寄付者や資

金提供者、支援者、会員、行政などに対して

広く深く啓蒙できるよう NPO の広告・広報

活動を強化する必要がある。

そして、寄付者ミッション「寄付者の善意」

が事業ミッション、従業員ミッション、顧客

（受益者）ミッション、社会ミッションにな

るようビジュアルプレセンテーション（visual

presentation ：事業ミッションの視覚統合戦略）

していくのである（図表 1-4）。

非営利組織におけるマーケ
ティング醸成

（1）なぜ、非営利組織のマーケティン

グか

マーケティングは、顧客満足（CS ： Cus-

tomer Satisfaction）から社会満足（SS ： Social

Satisfaction 13）へとパラダイムシフトしてきて

非営利組織のマーケティングについての一考察［三宅隆之］
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いる。こうした背景には、政治の失敗や企業

の市場形成過程の失敗などを補填する機能と

して台頭してきた非営利組織のマーケティン

グや企業の企業市民性、企業メセナ活動、企

業フィランソロピー 14、NPO活動へのシフト

などが挙げられる。

つまり、企業が社会的使命のミッションマ

ーケティングを志向すれば、限りなく NPO

活動の領域に近づくのである。企業の NPO

化、NPO の企業化という現象が起きてきて

いるものと考えられる。逆にコミュニティー

ビジネス（community business）などは NPO に

おける企業化のよい例である。

事実、顧客満足は社会満足の一部分である

という考え方も成り立つであろう。社会満足

は顧客満足の概念を包含しているのである。

企業を取り巻く消費者・顧客・ユーザー、従

業員・労働組合、株主、取引先、地域社会、

NPO ・ボランティア、公共企業体、第三セ

クター、自治体、国家などのステークホール

ダー（stakeholder ：利害関係者）満足が、言い

換えれば社会満足の概念である。

非営利組織は、顧客「受益者」を包含しも

っと広く深く社会全体を包み込むような社会

貢献志向のマーケティングを可能にする。企

業においても経営理念を基礎にした企業ミッ

ションを最上位に掲げて、社会貢献活動をし

た結果その見返り恩恵としての利益追求を図

るのであるが、企業のそれとは質が異なる。

非営利組織は利益を目的とはせず、使命を果

たし必達することを目的とする。ここが最も

大きく異なる点である。

（2）顧客満足からステークホールダー

満足へ

マーケティングの歴史をひもといてみる

と、マッカーシー（E.J .McCa r t hy）の 4P

「prpduct ：製品、price ：価格、place ：場

所・流通チャネル、promotion ：販売促進」

から CS へ、さらに CS から SS へと変化して

いくものと考えられる。もともと、マーケテ

ィングは需要よりも供給が多くなった時代

に、いかに売りさばくかという概念からスタ

ートしている。

供給よりも需要が多い場合には、マーケテ

ィングの必要はない。しかしながら、顧客に

商品を広告宣伝するという概念をマーケティ

ングという場合がある。メーカー志向のマー

ケティングである。

この概念はいわばセリング（selling）とい

う概念であり、マーケティングは存在しない

のである。生産した物がすべて売れるからで

ある。ところが、現代ではほとんどの商品の

需要よりも供給が多い、いわゆるオーバース

トア、オーバーグッズ現象が起きている。

作った物を売るというメーカー志向のプロ

ダクトアウト（product out）型マーケティング

の時代から顧客が欲する製品・商品・サービ

スへというマーケットイン（market in）型マ

ーケティング概念が定着したため、マーケテ

ィングとは顧客満足を創造し、顧客との関係

性を強化することであるという風に考え方が

変わってきたのである。リレーションシップ

マーケティングの到来である。

そして、今やマーケティングの概念は、顧

客満足からステークホールダー満足 15、つま

り社会満足をも包含しなければならないとい

う概念に変化しつつある。この背景にはアメ

リカにおける NPO の飛躍的な社会貢献活動

が後押ししたためである。これは、後述する

アメリカにおける NPO の理事会の機能を見

れば良く理解できるであろう。

ドラッカーは「すでにアメリカではガール

スカウト、アメリカ赤十字、教会などの非営

利組織（NPO）がマネジメントのリーダー役

になっている。今日では膨大な数の人たちが、
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まさに無給のスタッフとして、それぞれの

NPO でマネジメントの仕事やスペシャリス

トの仕事を引き受けている。NPO はその生

産性、活動の範囲、マーケティング活動、社

会への貢献において、この 20 年間に急成長

した。救世軍を初め、NPO の成功の底にあ

るものは、マネジメントやマーケティングへ

のコミットメントである 16」と言っている。

さらに、ドラッカーは「アメリカの赤十字

は、最大の NPO であって、極めて複雑な組

織である。世界中の災害救助に関わり、血液

バンクに加えて骨髄バンクや皮膚バンクを運

営している。心臓や呼吸の蘇生トレーニング

を行い、学校で応急手当の訓練を行う。NPO

の理事会のほとんどは、会社の取締役会のよ

うに無力化されていない。NPO の CEO がど

れほどそれを望もうとしても、理事会が

CEOの言いなりになることはない 17」と言っ

ている。

加えて、「その一つの原因は、資金である。

上場会社の取締役が、大株主であることはあ

まりない。これに対し NPO の理事の多くは

自ら大きな金額の寄付をしており、また寄付

してくれる者を連れてくる。もう一つの原因

は、NPO の理事の多くが、それぞれの NPO

の使命に個人的にコミットメントしている。

教会や教育を大事に思っていない限り、信徒

代表や学校の理事にはならない。NPO の理

事は、自身がボランティアとして長年奉仕し、

自分の NPO にきわめて詳しくなっている 18」

と言って、NPO の理事や理事会の機能を賞

賛している。あたかも、企業の取締役会に

NPO の理事会の機能を見習えとさえ明言し

ているのである。

（3）社会的使命のマーケティング到来

アメリカにおいて NPO が大きな社会貢献

活動を行うようになった背景には、やはり奉

仕者や寄付者の市民社会に対するコミットメ

ント、つまり契約思想がその根底に存在する

という事実がある。欧米社会では、自分のこ

とよりも先ず地域社会のあるべき姿、将来像

というグランドデザインを先ず優先させ、こ

のグランドデザインとのコミットメントを通

じて市民が等しく公平にベネフィットを共有

するのである。

いうなれば、市民社会、地域社会あっての

個人社会であるという発想である。こうした

考え方は、残念ながら我が国の国民性のなか

には定着していない。寄付をするという契

約・公約思想が乏しいのである。島国という

国土や同一民族であるという風土が市民意識

を変えてしまうのである。

アメリカは多民族国家であり、各種各様の

宗教や言語、文化を持った人間がひしめき合

っている。こうした風土から新生活文化価値

が創造される。知的価値、知的創造の方法論

が醸成する土壌が根付いているのである。

我が国よりも危機意識・危機管理が芽生え

る風土や国情がある。争いごとや憎しみを持

たないような社会的使命を醸成させる風土が

存在するのである。社会的使命のミッション

マネジメントやミッションマーケティングが

派生しやすい環境が整っているのである。

したがって、安易に我が国がアメリカの

NPO のマネジメントやマーケティング概念

をそのまま導入するということは避けなけれ

ばならない。要はいかにして日本の風土にな

じむNPO法人や NPO のマネジメントおよび

マーケティングを構築できるかどうかにかか

っている。

（3）企業の NPO 化、NPO の企業化へ

の進展

非営利組織のマーケティング上の類型化に

ついての詳細は次項に譲るが、ラブロックお
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よびウェインバーグは『Public and nonprifit

Marketing（公共・非営利のマーケティング：渡

辺好章・梅沢昌太郎監訳）』白桃書房の中で、

①寄付的行為に依存するタイプ、②使用者料

金に依存するタイプ、③後継者によってコン

トロールされる相互的タイプ、④専門家によ

ってコントロールされる企業家的タイプ、と

いう資金源および支配形態による分類を試み

ている。

また、城西国際大学の河口弘雄助教授は、

奥林康司・稲葉元吉・貫隆夫編著『NPO と

経営学』中央経済社の「NPO の経営学の構

築/マーケティングを中心として」の中で、

ラブロックおよびウェインバーグのマーケテ

ィング類型化を基礎に、①寄付型、②事業収

入型、③成果実現が短期、④成果実現が長期、

つまり資金源およびサービスの性質の相関マ

トリックスから 3つの類型化のパターンを試

みている。

こうした研究者のマーケティング類型化へ

の特徴から指摘されることは、NPO 活動は

必ずしも寄付金、会費、補助金などに頼るの

ではなく、事業収益をも事業費として計上で

きることになっているという点である。ただ

し、事業収益は再投資されなければならず、

スタッフや理事などの役員に対して分配する

ことは禁止しているのである。

収益事業が NPO で認知されているという

ことは、NPO 活動は寄付金などの資金提供

だけでは、事業の存続が困難を伴うという実

態があるのではないかと考えられる。したが

って、NPO の企業化という現象が一方では

進められ、もう一方では、寄付金、補助金、

会費といった二本立てで資金集めをしなけれ

ばならないという厳しさがある。

さらに、企業の方はといえば企業フィラン

ソロピーに代表されるように、企業メセナ活

動や企業市民、企業市民性というカタチで企

業の NPO 化、つまり社会貢献活動が世の常

識になってきている。こうした双方の歩み寄

りが NPO 活動を支える原動力になっている

といえよう。

（5）契約思想とコミットメントとの関

係

アメリカにおいて NPO が飛躍的に急成長

したのは、前述したとおりキリスト教圏特有

の契約思想がその根底に根付いているからで

ある。キリストという神（god）との契りと

絆で欧米の市民社会は結ばれている。神に背

いた行為行動はタブー視され市民社会からの

け者にされる。

欧米の裁判での裁判官の尋問で、被告人が

聖書に手を当てて神に誓っているシーンを映

画などでよく見かける。神に誓って虚偽の口

頭尋問をしないことを約束し誓うのである。

教会の牧師が聖書に基づいて布教活動を奨め

るのもこうした神との契約思想が背後にある

からではないだろうか。

これと同様の契約が企業と顧客、企業と取

引先、企業と市民社会、企業と地域社会、企

業と国家などとの間で取り交わされる。従業

員を雇いあげるというよりも従業員と仕事の

契約を交わすのである。企業も企業を取り巻

くステークホールダーとの間に契約、公約を

交わすという風に考えた方がよいだろう。

この契約思想が、企業とステークホールダ

ーとのコミットメント（commitment ：公約 19）

というカタチで事業の取引関係が委任・委

託・委譲される。リレーションシップマーケ

ティング（relationship marketing 20）、ミッショ

ンマーケティングの到来である。

こうした考え方は、NPO 活動にも適用さ

れる。企業と同様にNPOは、顧客「受益者」

や寄付者との間に有償（収益事業）、無償の取

引関係性を締結するのである。寄付者満足は
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もちろんのこと、顧客「受益者」満足をも同

時進行させなければならない。

こうしたマネジメントやマーケティングを

取り仕切るのが CEO（chief executive officer ：

最高経営責任者）であり COO（chief operating

officer）は我が国の社長にあたる。CEO は企

業にも NPO にも存在する。企業では代表取

締役会長、NPO においては理事長がこれに

該当する。彼らは事業ミッションを必達する

ためのマネジメントやマーケティングを委

任・委譲された人物である。

（6）非営利組織におけるマーケティン

グの醸成

非営利組織のマーケティングは、マーケテ

ィング定義の中にどのように位置づけられて

いるのだろうか。図表 2-1 は、マーケティン

グ定義の変遷を見たものである。1960 年の

定義では企業のことだけを考えた定義であっ

たが、1985 年の修正AMA（America Marketing

Association ：アメリカマーケティング協会）の

定義で、非営利組織はマーケティングの中に

位置づけされるようになった。

1990 年の JMA（Japan Marketing Associa-

tion ：日本マーケティング協会）が定義した内

容によると、4 つの註書きの中に非営利組織

が、マーケティング活動の主体であることを

はっきり位置づけている。先ず、マーケティ

ングの主体であるが“企業および他の組織”

の箇所では、他の組織の中に「教育・医療・

行政などの機関、団体を含む」となっており、

非営利組織や団体が主体である旨、はっきり

と明示されている。

次は、マーケティング活動のスタンスにつ

いてであるが、“グローバルな視野に立ち”

という箇所の註書きが「国内外の社会、文化、

自然環境の重視」となっており、国内外にお

ける社会活動や文化・芸術の振興、自然環境

保護運動を訴える社会貢献活動を行っている

非営利組織体が当然に該当されることにな

る。

続いて“顧客との相互理解を得ながら”と

いう箇所では、「一般消費者、取引先、関係

する機関・個人、および地域住民を含む」と

いう風になっており、企業などの事業体を取

り巻くステークホールダーがマーケティング

の対象である旨、明言している。

さらに、マーケティング活動の位置づけに

ついては、“公正な競争を通じて行う市場創

造のための総合的活動である”という箇所の

コメントとして、「組織の内外に向けて統

合・調整されたリサーチ・製品・価格・プロ

モーション・流通、および顧客・環境関係に

係わる諸活動をいう」と明言されている。

この註書きで重要なことは、マーケティン

グの存在価値は単なる市場活動ではなく、社

会の変化に対応した「市場創造」のためのも

のであるという点である。このことは、環境

問題などに関する社会貢献活動を行っている

非営利組織体の事業活動領域がこの範疇に入

ることを如実に表している。

また、“公正な競争を通じて行う”という

箇所は、不正をしてまでも利益を上げようと

する企業間の過度の競争原理を非難すると同

様に、NPO のような非営利組織が神聖で社

会的正義や社会的使命を保持し、その必達を

もって社会貢献を行うという NPO の活動そ

のものを表現しているといえよう。

非営利組織の仕事は、高潔であり神聖であ

り絶対的“善”である。支援者・支持者・寄

付者の良き意図を組織に受け入れ、マーケテ

ィング活動を通じて人間を変革するという特

徴を保持している。最終的には、こうした善

意者の行為・行動に対して使命・責任・貢

献・成果をどれだけ創出したかによって自ら

を評価し判定しなければならない。

非営利組織のマーケティングについての一考察［三宅隆之］

63



（7）非営利組織のマーケティングとは

非営利組織（私立学校、病院、社会福祉法人

など）のマーケティングは、企業など営利組

織におけるマーケティング（利益・利潤の追

求）とは目的こそ異なるものの、マーケティ

ング的志向そのものは何ら変わるものではな

い。一部には営利組織におけるマーケティン

グをそのまま非営利組織に当てはめて考える

ことに懸念の声がないでもない。

しかしながら、営利組織におけるマーケテ

ィングが、顧客満足（customer satisfaction）の

創造を図ると同時に、顧客の創造を図ること

であるという考え方は、十分に非営利組織の

マーケティングにも当てはまるものと考えら

れる。企業における顧客は、非営利組織にお

ける受益者および寄付者（顧客）に相当する

ものである。

非営利組織のマーケティングとは、非営利

組織の目的である「社会的使命（social mission）」

をいかに必達していくかということであり、

これこそ非営利組織のマーケティングに関わ

る問題である。営利組織体のマーケティング

と非営利組織のマーケティングの大きな違い

は、目的・目標そのものがスタートから異な

るということである。目的・目標の実現・必

達のためのためのマーケティング志向は普遍

であり変わらないと考える。

非営利組織のマーケティングは、受益者か

らスタートする“受益者「顧客」志向のマー

ケティング”であるということができるであ

ろう。いうなれば、受益者「顧客」志向の

「ミッションマーケティング（mission market-

ing）」の遂行である。立派な非営利組織は、

単なるニーズ（needs）に奉仕するというので

はなく、欲求（wants）を創造している。

もともと、非営利組織は、個人の需要やニ

ーズではなく社会的ニーズ、つまり受益者の

ニーズやウォンツを見極め、組織の信条であ

る社会的使命であるミッションと一体化させ

ていくということを最重要視する。これが非

営利組織の原点である。

NPO におけるミッションマーケティング

とは、サービス提供者の善意に満ちた意図・

想いと顧客・受益者ニーズを非営利組織にお

ける組織行動と一体化させるための仕事であ

る。つまり、外界のニーズや欲求と組織の目

的、資源、目標とを調和させるための手法と
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いうことになるだろう。

大切なことは、企業などの営利組織が顧客

ニーズやウォンツを充足させるために利益・

私益を得て顧客満足を図るのに対して、非営

利組織は寄付金や補助金、会費、事業収益な

どにより、そのほとんどを利益を得ないで受

益者満足の創造を図るというところが異なる

のである。とくに、非営利組織における受益

者と寄付者が組織によって媒介されると同時

に結合されるという特質をもっている。

しかしながら、企業における顧客満足は、

製品・商品・サービスといった公共財提供の

対価として直接的に価格という対価が支払わ

れる。この意味において、企業における顧客

との関係が直接的であるのに対して、非営利

組織における受益者は間接的に供与を受ける

ということができる。

したがって、非営利組織の成功・成果は、

寄付金を無償で提供する寄付者の満足のみに

よるものではなく、サービスの提供を受ける

受益者満足の創造を図ることを重点にしなけ

ればならない。受益者が受けるサービス供与

は、単なる受益者だけのものではなくもっと

広く受益者を乗り越えた崇高かつ神聖な社会

的利益概念であるといえよう。非営利組織事

業におけるサービスは、受益者との取引によ

って自己完結し得ない奥の深い人間の良心と

か、善意、思いやりの精神に負うところが大

きいのである。

いずれにしても、寄付者である者の「誘因

（寄付者個人が組織から受ける効用・慈善行為）」

と「貢献（組織目標達成に貢献する個人の犠牲、

献身的努力）」、「期待」と「効用」の相関関係

によって受益者満足は変わってくる。

ここで大切なことは、寄付者満足が受益者

満足に優先されるものではないということで

ある。あくまでも、受益者満足の創造を図る

ことが非営利組織のマーケティングには求め

られる。受益者満足あっての寄付者満足なの

である。したがって、寄付者と長期にわたる

関係を結ぶという意識を持たせることが、寄

付者の組織に対する支援を大きくすることに

なる。

受益者満足を必達するためには、バーナー

ド（C.I.Barnard）が言っているように、①共

通目的、②コミュニケーション、③貢献意欲

が存在し、社会的使命必達のためにミッショ

ンが存在する。その実現に向けて①組織の有

効性（effectiveness ：組織の共通目的を達成する

能力）、②組織の能率（efficiency ：参加者の欲

求を満足させる能力）を拡大していかなければ

ならない。そこで機能するのが非営利組織に

おけるマネジメントであり、マーケティング

なのである。

（8）非営利組織におけるマーケティン

グの役割

非営利組織におけるマーケティングの役割

で、最も注目すべきことはすでに前述したが、

政治や政府の失敗および企業における市場の

失敗を、補い是正するという機能を NPO が

保持しているということである。このことは

声を大にして断言できる。

もはや、NPO の事業活動を無視して公正

な競争などあり得ないのである。これは、ド

ラッカーも指摘しているようにアメリカにお

ける NPO の活動状況を見れば容易に理解で

きるであろう。「企業は利益を中心に計画を

立てるが、NPO では使命を中心に計画を立

てる。アメリカ南西部にあるカトリック系の

ある病院チェーンは、使命を明らかにし成果

を焦点に会わせることがいかに重要であるか

を教えている。メディケア（高齢者向け医療保

証）収入の減少と入院期間の短期化傾向にも

かかわらず、患者の利益になることなら治療

と看護の水準を上げることで、その収支を合
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わせることが仕事である。現に収入を 15 ％

も伸ばして赤字を出さずにすんでいる。21」

とドラッカーは言っている。

こういった NPO の使命を企業は逆に見習

うべきである。景気低迷下の今日、不正をし

てまで利益を上げようとする大企業の不祥事

が相次いで起きるのは何故であろうか。日本

経団連は、1996 年 12 月に改正した「日本経

団連企業行動憲章」を見直している。

ここに唱われている社会的良識に基づいて

提唱されている企業行動基準はどこへ行って

しまったのだろうか。非常に理解に苦しむ。

絵に描いた餅になっては何の意味ももたな

い。憲章は作成するのが目的ではなく、いか

に実行するかであり企業を取り巻くステーク

ホールダーとの公約を遵守できるかどうかに

かかっている。

企業行動憲章というものは、企業が企業を

取り巻くステークホールダーとの間に交わし

た立派なコミットメントである。一度、宣言、

誓約、公言、公約したメッセージはそう簡単

に引き下ろすことはできないのである。これ

は法律違反・公約違反のようなものである。

社会的使命を必達することを目的にしてい

る NPO は、顧客「受益者」に託したコミッ

トメントを忠実に励行し保証するのである。

いうまでもなく、非営利組織のマーケティ

ングは、顧客「受益者」満足志向、社会満足

志向のマーケティングを志向する。その基軸

になるのは世の中に貢献しようという NPO

独特のミッションである。寄付者などからの

善意に満ちた寄付金を、受益者満足に繋がる

よう事業ミッションを声高らかに掲げ社会的

責任と社会的正義、社会的善意、社会的奉仕

の精神で人間性、サービスをマーケティング

していくのである。

ハードウエア（hardwere ：基礎技術）である

寄付金などを、受益者満足をさせるための運

用環境、つまりライフウエア（lifeware ：運用

環境）を整えて、慈善と善意に満ちたソフト

ウエア（software ：利用技術）に転換させ、神

聖な寄付者の善意をホスピタリティーマイン

ド（hospitality mind ：思いやり）の精神である

ハートウエア（heartware ：思いやる心）に転

化させ、心温まる人間性を植え付けるヒュー

マンウエア（humanware ：人間性）へと連動さ

せていこうという思いがある（図表 2-2）。

（9）非営利組織マーケティングの進め

方

非営利組織のマーケティングの進め方は図

表 2-3 の通り、①事業ミッションの設定、②

事業領域の決定、③顧客「受益者」「寄付者」

満足の創造、④経営資源、サービス資源の調

達、⑤事業展開および組織の活性化、⑥財務

効率の充実と改善、⑦貢献意欲の増進、⑧マ

ーケティング成果の評価といった循環サイク

ルのステップで、事業ミッションに対して統

合的、総合的、戦略的、戦術的に進めていく

ことが大切である。

先ず、第 1は「事業ミッションの設定」で

ある。例えば仮に環境の保全を図る NPO 活

動であれば、「自然環境と共生し共存できる

美しい地球環境づくりに貢献していきます」

という具合に設定してみる。これは企業の例

であるが、キッコーマン（株）環境企業ミッ

ションなどを参考にして考察してみるのもよ
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い。

「キッコーマンは、自然とのいとなみを尊

重し、環境と調和のとれた企業活動をとおし

て、ゆとりある社会の実現に貢献します」1.

全ての仕事で、環境との調和に努めます。2.

法律はもとより、自主基準を守ります。3.環

境保護運動に積極的に参加します。4.地球環

境について学び、理解を深めます。5.グロー

バルな視点で考え、行動します。」

第 2 は、「事業領域や内容の決定・確定」

である。例えば、学校法人である大学の場合、

従来のように事業領域をただ学内における教

育だけにシフトするのではなく、学外である

地域社会とのつながりを強化・拡大してい

き、事業ドメイン（domain ：領域・テリトリー）

を外に向けて、双方の関係性（relationship）

を強化していくのである。

産学官「公」との連携を強化し、生涯教育

を初めリカレント教育や公開セミナーなど地

域社会に開かれた教育と地域社会貢献活動を

最重要課題に挙げて、教育というサービスマ

ーケティング（service marketing）を行う。

地元企業（資金および研究開発技術提携）、

地域社会（受益者）・学校経営者（理事者）・

教員（教育者）・学生（被教育者）・政府、自

治体（補助金資金提供者）・ NPO、ボランテ

ィア（寄付者）といった関わり合いの中から、

新たなる事業領域を確保したマーケティング

戦略を行っていくのである。

場合によっては、大学同士の合併や併合、

学部の統廃合などもリンケージさせながら戦

略を練っていくことも考えられる。これが生

き残りをかけた大学の新しいマーケティング

戦略である。いずれにしても、相乗効果の上

がるマーケティングミックス（maeketing mix）

が求められる。

第 3は、「顧客“受益者”“寄付者”満足の

創造」である。善意的な寄付者満足が従業員

「スタッフ」満足、受益者満足、社会満足に

繋がるように組織を取り巻く内外の環境変化

に関する予測を立てるなどして、独自のグラ

ンドデザインを構築することである。

顧客「受益者」のニーズ（needs）やウォン

ツ（wants）、デザイア（desire）に適応させな

がら事業ミッションを具現化することであ

る。ミッションマーケティングの原点は、顧

客「受益者」ミッションからスタートするこ

とである。

第 4は、「経営資源・サービス資源の調達」

である。寄付者からの寄付金、政府からの補

助金、会員からの会費、事業収益からの収益

金（スタッフ等への分配は認められない）、無償

によるボランティアによる労働提供等々、組

織への資金的吸引力をどのようにマーケティ

ングしていくか、これはもっと大きなマーケ

ティング的課題となる。

第 5 は、「事業展開および組織の活性化」

にかかるマーケティング活動である。事業ミ

ッションを具現化し必達するためのプロセス

がこれに該当する。組織が事業ミッションを

基軸にして有効に機能するためには、理事長

のリーダーシップを初め評議委員、その他の

スタッフの全面的な協力関係を構築すること

である。

自分がおかれたポジショニング（positioning）

をしっかりと見極め、ミッションの必達に向

けて理事長の意思決定と同時進行で組織を機

能させる必要がある。いわゆるムリ・ムラ・

ムダの排除である。

第 6 は、「財務効率の充実と改善」に係る

マーケティングである。いくら NPO といっ

ても誰しもミッションが納得でき社会貢献で

きる価値ある崇高な理念に基づいていない

と、資金提供者や支援者は現れない。いかに

寄付金を初めとする組織の財務的吸引力を外

に向けて発信し多くのマジョリティーを得ら
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れるかどうかにかかっている。

崇高で神聖で慈善に満ちあふれた理念→使

命→組織→責任→戦略→貢献→成果→評価と

いう一連のフローを循環サイクルとしてフ

ィ－ドバックさせるかである。これは一重に

寄付金や補助金、会費などの有効活用いかん

に係っている。NPO における事業の成果・

評価が問われるのである。

第 7 は、「貢献意欲の増進」に係るマーケ

ティング戦略である。貢献意欲は誘因・誘発

要因との関係からミッションの内外に向けて

の浸透度や浸透作用との関わり合いが極めて

大きく作用する。個人の犠牲が社会貢献によ

って報われるような貢献心や意欲を駆り立て

る事業内容や献身的成果によって報われるも

のと考えられる。

第 8 は、「マーケティング成果」ミッショ

ンの必達および実現である。事業ミッション

は成果を必達するために最上位に掲げられ

る。NPO の目的はいうまでもなく使命の達

成であり成果に焦点を当てることなのであ

る。

一方、ドラッカーの非営利組織におけるマ

ーケティングマネジメントの進め方は、成果

を生むためのプランニングとして、①使命→

②目標→③目的→④行動ステップ→⑤予算→

⑦承認というフローの循環サイクルで示され

ている（図表 2-4）。

ドラッカーは「使命は、非営利組織のプラ

ンニングにとって不可欠である。どんな成果

を生みたいのか？　という問いかけは使命が

明らかであれば、答えは明白である。使命か

ら目標までの流れは、望ましい組織の未来と

方向を表す。目的は、詳細でかつ測定可能な

成果のレベルを表す。行動ステップは詳細に

計画された、各活動のことで、組織が財政面

を含むその目的を達成するのに役立つ。この

図では、一連の流れが循環しているが、それ

は評価が一度で終了するのではなく、継続す

るものであることを示す 22」と論述している。

（10）営利組織マーケティングとの相違

点

それでは、次に非営利組織と営利組織にお

けるマーケティングの相違点について論述し

てみよう。非営利組織において支持者や支援

者、寄付者の良き意図、善意をマーケティン

グ成果に結びつけるためには、①計画、②マ

ーケティング（顧客「受益者・寄付者探しな

ど」）、③人材（財）、④金、⑤情報などの経営

資源が必要になる。

基本的には、限定的ではあるが、効率的な

マーケティングを展開していくという意味に
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ミッション必達フロー�
�

↓　↑�
◇寄付者ミッション�

↓　↑�
◇事業者ミッション�

↓　↑�
◇従業員ミッション�

↓　↑�
◇受益者ミッション�

↓　↑�
◇社会ミッション　�

①事業ミッションの設定�
　　　　　↓�
②事業領域の決定・確定�
　　　　　↓�
③顧客「受益者」「寄付者」満足の創造�
　　　　　↓�
④経営資源、サービス資源の調達�
　　　　　↓�
⑤事業展開および事業組織の活性化�
　　　　　↓�
⑥財務効率の充実と改善�
　　　　　↓�
⑦社会貢献意欲の増進�
　　　　　↓�
⑧マーケティング成果�

図表2-3　非営利組織におけるマーケティングの進め方�

図表2-4　ドラッカーの成果を生むプランニング�

使命�

行動ステップ�

目的�

目標�

予算�

承認�

出所：P.F.ドラッカー編著、田中弥生訳『非営利組織の�
　　　自己評価法』ダイヤモンド社、1998年、p.63。�



おいて非営利組織は、営利組織のマーケティ

ングを参考にする部分が多々あると思われ

る。しかしながら、次の点については十分に

その違いを認識していく必要がある。

第 1 は、「事業ミッションの目的、性質、

性格が異なる」ということである。企業は私

的利益を確保するために企業ミッションを掲

げる。これに対して NPO は社会的使命・ミ

ッションを必達するために事業ミッションを

掲げる。

つまり、目に見えないものである“善意”

を売るという点で企業ミッションの必達とは

性格が異なる。使命の必達・達成には機会、

能力、強固な信念の 3つを持つことが大切で

ある。ミッション必達に対する燃えるような

経営意思とミッションマーケティング戦略で

ある。

第 2 は、「私的利益・利潤を追求しない」

ということである。NPO においては、収益

事業が認めれてはいるが、これはあくまでも

再投資のためでありスタッフ等への利益分配

は認められていない。収益事業においても一

つのコンセプトを売るという視点に立ちモノ

を売ることとは異なる。

第 3 は、「組織はあくまで非営利組織であ

る」ということである。企業と同じように理

事長のリーダーシップは要求されるが、あく

まで使命を必達するための組織体であるとい

うことである。理事会は支援者・支持者の良

き意図、善意を組織内外に浸透させ成果につ

なげるよう理事長のリーダーシップを発揮し

なければならない。

第 4 は、「顧客は受益者および資金提供者

である」ということである。寄付者満足は、

受益者満足、社会満足となって社会に貢献さ

れる。企業におけるステークホールダーの一

要素としての顧客ではない。顧客である受益

者、資金提供者である寄付者を探すために市

場の調査、セグメンテーション、サービス対

象の絞り込み、自らのポジショニング、ニー

ズ対応のサービスの創造が必要になる。

第 5 は、「非市場志向である」ということ

である。企業は利益追求のために持続的競争

優位性を維持して、市場シェアの確保を目指

すが、NPO の事業ドメインは事業ミッショ

ンによってある程度限定されてくる。営利企

業のように野放しという訳にはいかないとい

うところがある。どのような事業領域で社会

貢献活動を行うかである。

第 6 は、「対価は原則として無償である」

ということである。企業においては貨幣と財

との交換というカタチをとり有償であるが、

NPO においては交換価値を要求しない。交

換は善意の給付に対する受益者満足というカ

タチでフィードバックされる。受益者満足は

寄付者満足を促すことになる。

第 7 は、「受益者との利害関係が存在しな

い」ということである。企業のように企業を

取り巻くステークホールダーとの関係は複雑

ではない。その理由は、受益者があらかじめ

特定されている場合が多いからである。学校

法人、社会福祉法人、医療法人といった具合

にである。

第 8 は、「強力な資金吸引力を求められる

マーケティング活動」ということである。ど

こに寄付をしてくれる顧客がいるか、金額は

どのくらい、何時までに寄付されるのか、ど

のような貢献に対して寄付金が集まるのか、

寄付してくれる資金提供者はなぜ提供してく

れるのか、会員はどのくらい増加するか、ま

た増加させなくてはならないか、政府の補助

金はどのくらい拠出されるのかといった具合

に、寄付金集めのためのマーケティング活動

が必須の条件となる。

非営利組織は、ミッションに共感・共鳴し

参加したいという支持者・支援者・寄付者か
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ら資金の大部分を得ている。事業活動を通じ

て資金を提供してくれる支持者を創造しなけ

ればならない。マーケティングの必要たる所

以である。募金に当たっては資金源を探し寄

付してくれる動機を慎重に探る必要がある。

また、非営利組織は寄付をしてくれる顧客

が、マーケティングの成果を理解し受け入れ

られるよう教育をする必要がある。マーケテ

ィング教育である。こうした賛同者のために

も理事会は、寄付金が寄付の目的に的確に適

合し成果を生むように使われることを保証す

る役割を果たす必要がある。

第 9 は、「社会貢献の中身・内容・性質が

違う」ということである。企業も NPO も社

会貢献活動を行っている。しかしながら、利

益を追求する企業と利益を追求しない NPO

とでは、根本的に社会貢献の中身や性質が根

本的に異なる。つまり、顧客「受益者」満足

の中身が異なるのである。

では、次にこうした非営利組織のマーケテ

ィングを行うに当たっての双方の相違点を十

分に認識しくみ取りながら、非営利組織にお

けるマーケティング類型化への試みを企業に

おけるマーケティングと比較対比させながら

多面的かつ多角的にみていくことにする。

非営利組織におけるマーケ
ティング類型化

（1）経営資源と NPOマーケティングと

の相関

社会経済環境の変化に伴って、経営資源の

概念も変化してきている。人、モノ、金、情

報という概念に加えて環境・立地・場所、文

化、時間・空間、技術・ノウハウ、サービス、

組織、行動といったようなファクターが加味

されなければならない。

こうした経営資源の概念は、営利組織体に

おけるマネジメントやマーケティング行動の

みならず、非営利組織におけるマーケティン

グマネジメント活動にも適用される。以下は、

双方の組織体における経営資源のマーケティ

ングマネジメント上の違いを比較対比したも

のである（図表 3-1 23）。

双方を比較対比した方が経営資源から見た

マーケティングマネジメントと活動の有りよ

うが理解しやすく、持てる経営資源の有効活

用にも十分に役立つと考えたからである。経

営資源の相乗効果の上がる組み合わせである

マーケティングミックスをいかに効果的なら

しめるかが、マーケティング成果を大きく左

右する。

各項目ごとの詳細については、ここでは省

略するので図表を比較対比してどの部分が大

きく異なっているかを、十分に見極めて欲し

いものである。この双方の認識の違いから非

営利組織のマーケティングの特徴をつかむと

よいだろう。

第 1 の経営資源は人である。双方とも

CEO のリーダーシップが重要なことは言う

までもない。人材は正しくは人財という風に

とらえた方が良いと思われる。経営資源とし

ての意味合いが後者の方が強いからである。

特に、非営利組織における理事長を初めとす

る評議委員、スタッフの高潔性が求められる。

第 2の経営資源はモノである。営利組織に

おいてはブランド商品の有無が勝敗を大きく

左右する。したがって、双方ともモノの価値

充足志向の考え方が大切である。それと同時

にモノプラスαのサービスの価値充足という

概念を忘れないことである。NPO は労働集

約的なサービス業的性格が強いのでこうした

点に十分に配慮した施設サービスや物的サー

ビス、人的サービスを行う必要がある。

第 3の経営資源は金である。企業における

金は株主の出資というカタチで投資される。
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NPO においては、支持者・支援者・寄付者

などによる寄付金、政府からの補助金、会員

からの会費、収益事業による収益金などで賄

われる。しかし、収益金の分配は禁止されて

いる。必ず事業に再投資されなければならな

い。

第 4 の経営資源は情報である。「情報を制

するものが市場を制する」と言われるように、

企業においては情報は利益を生む資源とな

る。しかしながら、NPO においては受益者

である顧客を満足させ、使命を必達するため

に必要な情報源をいかに収集するかというこ

とになる。また、NPO 活動の情報を受発信

しやすい立地のほうが支持者や支援者・寄付

者を集めやすいことはいうまでもない。

第 5 の経営資源は環境・立地・場所であ

る。特に商業は立地産業であるとよくいわれ

る。NPO においても受益者満足に繋がるよ

うな、経営環境や支援者・支持者・寄付者が

近いところに存立している方がベターであ

る。インターネットによるホームページ開設

や広告・広報活動なども考えられる。寄付者

の善意や事業の貢献、成果を公開する必要が

ある。

第 6は文化である。文化とは人間が創り出

した概念である。企業文化（corporate culture）、

福祉文化（socialwelfare culture）、NPO 文化と

いった概念が考えられる。文化とは人間が自

然に働きかける過程において創り出した物質

的・精神的所得の総称をいう。物質的な所得

概念を文明というのに対して、精神的な所得

（学問・芸術・道徳・宗教など）を文化とい

って区別している。文化とは人間行動の規範

とか根幹をなす概念である。NPO が目的と

するミッションとも大いに関係がある。

第 7の経営資源は時間・空間である。ドラ

ッカーは、著作の中で時間こそ経営資源の最

たるものであると言っている。マネジメント

において時間は金であり、時間のロスは金の

ロスに繋がる。しかしながら、NPO におけ

る時間・空間の概念はやや異なる。企業にお

ける、時は金の概念ではなくサービスを取引、

時間・空間概念で自己完結できないシステム

であると考えられる。良心、善意、思いやり、

慈悲は普遍なのである。

第 8 の経営資源は技術・ノウハウである。

企業においても NPO においても、付加価値

を生む技術・ノウハウ・スキルの考え方は大

切である。マネジメント能力という技術は双

方に共通する資源であり、顧客満足・受益者

満足を図るという点においても共通する概念

である。

第 9 の経営資源はサービスである。NPO

はサービスマーケティングの概念を適用する

必要がある。労働集約的な慈善的サービス行

為・行動がその中心となるからである。モノ

の価値よりもサービスの価値を優先させるの

が、NPO のマーケティングである。サービ

スには有償のサービスと無償のサービスがあ

る。NPO におけるサービスの主体は後者で

ある。

第 10 の経営資源は組織資源である。双方

とも組織は一人では機能しない。一人では組

織は成立しないのである。組織集団における

ミッションをいかに組織内外に浸透させ伝播

させるか、組織文化（organization culture）の

重要性がここに存在する。

第 11 の経営資源は行動資源である。いか

に立派なミッションであっても、これを経営

理念に次ぐ最上位に掲げて、行動に移すこと

ができなければ、組織は機能しないし顧客満

足、受益者満足を構築することはできない。

CEO である最高経営責任者（代表取締役会長

および理事長など）の経営意思・想い（mis-

sionn）の実行および必達が伴って初めて成果

を上げることができる。
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（2）マーケティングの 4Pとの相関

次は、マッカーシー（E.J.McCarthy）による

マーケティングの 4P からの相関である。

必ずしも 4P と NPO のマーケティング概念

が重なり合う部分がないともいえないのであ

えてここに取り上げてみた。一つの判断材料

である。これは図表 3-2 の通りである 24。

第 1はプロダクト、つまり製品・商品・サ

ービスの中身である。企業においては、ブラ

ンド商品の有無が売上高を大きく左右する

が、NPO におけるそれは、無形のサービス

労働である。有形財よりも無形財の占める割

合・比重が大きい。

第 2は価格である。企業における価格は需

要と供給とのバランスで決まるが、NPO の

それは成立しない。無償提供だからである。

しかしながら、機会コスト・機会費用という

認識が大切である。

第 3はチャネルである。企業においては販
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経営資源�
�
�
人�
�
モノ�
�
�

金（カネ）�
�

情　　報�
�
�

環境･立地･場所�
�

文　　化�
�

時間･空間�
�
�

技術･ノウハウ�
�
�

サービス�
�

組　　織�
�
�

行　　動�

営利組織�
�
 �
人材･人財（リーダーシップ）�
�
製品･商品､ブランドなど�
モノプラスαのサービス価値充足�
�
資本金､株式による出資など�
�
営利･金儲け情報（情報を制するものが市場を制す�
る）�
�
極めて左右される�
�
企業文化（corporate culture）�
�
Time is Money（時は金なり）�
�
�
暮らしの提案サービス･ノウハウ､製品･商品･サービ�
ス企画､マネジメント＆マーケティング技術･能力�
�
有形･無形･有償のサービス�
�
営利組織（成果主義･利益･利潤の実現）�
�
�
取締役会､代表取締役：経営（責任）者の意思決定�

非営利組織�
�
�
人財（readershipと高潔性）�
�
サービス施設および付加されるサービスなど。�
モノプラスαのサービス価値充足�
�
寄付金､補助金､会費､事業収入､事業収益など�
�
非営利サービス情報､受益者情報､資金提供情報�
など�
�
営利組織体ほどではないがやや左右される�
�
福祉文化（socialwelfare culture）�
�
時は金の概念ではない。サービスを取引で自己�
完結できないシステム（良心･良識･思いやり）�
�
各種サービス提供技術ノウハウ�
マネジメント＆マーケティング技術･能力�
�
有形･無形･無償･有償（収益事業）のサービス�
�
非営利組織（成果主義･社会的使命：ミッショ�
ンの必達）�
�
理事会､評議委員会､理事長の意思決定､事業遂�
行責任者�

図表3-1　経営資源との相関�

�

項目（4P）�
�
 �
製品�
�
価格�
�

チャネル�
（環境･立地･場所）�

�
プロモーション�

営利組織�
�
 �
有形財および無形財（サービス）�
�
有償�
�
複雑化･多様化（簡素化のきざし）�
�
�
広告宣伝､SP､人的販売､広報活動などのマーケティ�
ングコミュニケーション活動�

非営利組織�
�
�
有形財および無形財（サービス）�
�
無償（機会費用としての認識をもつ）�
�
多様化（営利組織ほどではない）�
�
�
広報活動などによる資金的吸引力のPR活動など�
のコミュニケーション活動�

図表3-2　マーケティングの4Pとの相関�



売経路を指すが、NPO においてはサービス

提供場所およびサービス環境という風にとら

えることができる。無償のサービスを提供し

てくれる支持者や支援者、寄付者が近くに居

るくらいありがたいことはない。

第 4はプロモーションである。双方ともプ

ロモーション活動は大切である。企業は利益

を上げるためのプロモーションに力を注ぐで

あろうし、NPO は使命を必達するための原

資や社会貢献度情報の発信のための広告・広

報コミュニケーション活動が必要になる。

（3）十字チャートによるNPOのSWOT

分析との相関

この十字チャートによる SWOT 分析の手

法は、営利組織である企業の市場への新規参

入への戦略としてよく用いられる。非営利組

織においては非市場志向なので、企業のよう

な市場シェアのアップによる競争原理主義は

機能しないまでも、事業活動領域のドメイン

を決定する時などには十分に活用できる手法

である。

SWOT 分析は事業体の内部的な強みと弱

み、外部的な強みと弱みを比較分析すること

にとり、マーケティング戦略の再構築を図る

手法としてよく用いられる（図表 3-3）Ｓ：

Strengths（内部的な強み）、Ｗ： Weaknesses

（内部的な弱み）、Ｏ： Opportunities（外部的な

強み・機会）、Ｔ： Threats（外部的な弱み）を

それぞれ表している。

他の NPO と事業領域やサービスの内容な

どがバッティングするようなケースも十分に

考えられるので、こうした際の判断材料とし

て活用するとよい。例えば、まちづくりの推

進を図る活動を事業領域とする場合、競合す

る他の NPO がコミュニティービジネス

（community business）を展開してないようなケ

ースでは、当該 NPO はこうしたビジネスへ

の展開を試みることによって差別化が図れ

る。これが外部的な強みであり機会である。

この図表は NPO 活動を行うプロセスにお

いて想定される諸々の課題であるので十分に

内容を吟味してもらいたい。

（4）アンゾフの市場戦略マトリックス

との相関

次は、アンゾフ（H.I.Ansoff）の市場戦略マ

トリックスからの応用である。この市場戦略

図は、縦軸および横軸に相関する概念をそれ

ぞれとって、その相関関係から具体的な戦略

を構築するという戦略的手法をいう。

図表3-4のケースは、縦軸に顧客「受益者」を

また横軸に使命をとって、その相関関係から

4 つのマーケティング類型化を試みたもので

ある。具体的なパターンは次のようになる 28。
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・資金募集プログラム策定�
・入会済み会員・入会奨励�
の専門スタッフ・利用者､�
寄付者に対する核となる組�
織戦略・ボランティア等に�
よる人海戦術・企業のNPO�
化・使命に対する理解と浸�
透・成功への�
意欲�

・利害の衝突・不明確な目�
標､ ミッションの無さ・資�
金不足・成功への意欲の欠�
如・目標達成のためのスケ�
ジュール欠如・不明確な会�
計処理・献身的な指導者の�
欠如・多すぎる目標・有給�
　　　　　　職員の不足�

・潜在会員の�
参入機会・NPO�
の企業化（コミュニティー�
ビジネスなど）・NPO法認�
定17事業分野の後押し・構�
造改革特区構想（生活福祉�
関連事業）・NPO法人の増�
加・NPO推進団体の活発化�
・ミッションに対する認識�
市民意識向上�

　　　　　　・NPO法人を�
　　　　　　食い物にする�
悪質な違法団体（無いこと�
を希望する）・NPO法人へ�
の役人や高級官僚の天下り�
などによる利権発生・公金�
の横領など杜撰な会計処理�
・悪質なNPO法人・企業の�
NPO化・他の同種類NPOと�
の競合化�

強み（Ｓ）�

機会（Ｏ）�

弱み（Ｗ）�

脅威（Ｔ）�

図表3-3　十字チャートによるNPOのSWOT分析�



［Ⅰ］使命（寄付者・支援者）浸透、拡大型

マーケティング→この象限は現使命の浸透お

よび現使命の拡大をより一層進めていくこと

によって、顧客「受益者」満足に応えていこ

うというマーケティング戦略である。

［Ⅱ］使命（寄付者・支援者）開発型マーケ

ティング→この象限は寄付者や支援者の支え

によって事業ミッション「使命」を開発して

いくことによって、顧客「受益者」満足に応

えていこうというマーケティング戦略であ

る。

［Ⅲ］受益者開発型マーケティング→この

象限はサービスの供与を顧客「受益者・利用

者」開発、つまり誰に積極的に展開していく

かをリサーチしていくかを見極めるマーケテ

ィング戦略である。

［Ⅳ］（寄付者・支援者・受益者）多角化・多

様化マーケティング→この象限は事業体のミ

ッション「使命」および顧客「受益者・利用

者」の相関から、事業領域を多角化・多様化

していこうというマーケティング戦略であ

る。

（5）ボストンコンサルティングの PPM

との相関

次は、ボストンコンサルティンググループ

が発案した PPM（Product Portfolio Management）

というマーケティング戦略手法の応用であ

る。やはり、アンゾフの市場戦略マトリック

スと同様に、縦軸にミッションの浸透度を横

軸に受益者サービスの満足度をとって、双方

の相関から 4象限のマーケティング戦略を展

開していこうという戦略図である（図表 3-5 25）。

この図から非営利組織におけるマーケティン

グの 4つが類型化できる。

［Ⅰ］ミッション浸透度「低」・顧客：受

益者サービス満足度「高」型マーケティング

→この象限はミッションの浸透度は低いが、

顧客「受益者」サービス満足度は高いという

マーケティング戦略である。

［Ⅱ］ミッション浸透度「高」・顧客：受

益者サービス満足度「高」型マーケティング

→この象限はミッションの浸透度および顧客

「受益者」サービス満足度ともに高いという

最も理想的なマーケティング戦略である。

［Ⅲ］ミッション浸透度「高」・顧客：受

益者サービス満足度「低」型マーケティング

→この象限はミッションの浸透度は高いが、

顧客「受益者」サービス満足度は低いという

マーケティング戦略である。

［Ⅳ］ミッション浸透度「低」・顧客：受

益者サービス満足度「低」型マーケティング

→この象限はミッションの浸透度および顧客

「受益者」サービス満足度ともに低いという

最も悪いマーケティング戦略である。
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　　　使命�
受益者�
�
�
　　現�
�
�
�
　　新�

　　　  現�
�
使命（サービス）�
浸透�
使命（サービス）�
拡大�
[Ⅰ]�
[Ⅲ]�
受益者開発�
（利用者開発）�

使命（寄付者・支�
援者によるサービ�
ス供与）�

�
（製品）�

（市場）�

　　　  新�
�
使命（サービス）�
開発�
�
�
[Ⅱ]�
[Ⅳ]�
多角化�
（多様化）�

図表3-4　アンゾフの市場戦略マトリックスによる類型化�

受
　
益
　
者�

利
　
用
　
者�

・ミッション浸透度｢高｣�
・受益者サービス満足度�
　｢高｣�
　  【花形サービス】�
　　　　　　　　　　Ⅱ�
　　　　　　　　　　Ⅰ�
　　【金のなる木】�
・ミッション浸透度｢低｣�
・受益者サービス満足度�
　｢高｣�

・ミッション浸透度｢高｣�
・受益者サービス満足度�
　｢低｣�
　　　【問題児】�
Ⅲ�
Ⅳ�
　　　【負け犬】�

・ミッション浸透度｢低｣�
・受益者サービス満足度�
　｢低｣�

図表3-5　ミッションの浸透度と　  �
　　　　　　　顧客「受益者」サービス満足の相関�

ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
浸
透
度
　
（
成
長
率
）� 顧客「受益者」サービス満足度　（シェア）�

高�

高� 低�
低�



（6）資金源および支配形態によるマー

ケティング分類

次は、資金源および支配形態からみた非営

利組織のマーケティング類型化への試みであ

る。十字チャートの応用により縦軸に資金源、

横軸に支配形態をそれぞれとって、マーケテ

ィングへの類型化を試みたものである。

具体的に見ると、縦軸の資金源は寄付など

に依存する寄付的行為および使用者料金など

に依存する商業的行為に二分され、横軸の支

配形態は後継者などによって支配される相互

的行為および専門家によって支配される企業

家的行為に二分される。各々の象限にどのよ

うな NPO が該当するかは、図表 3-6 の通り

である 26。

（7）NPO におけるマーケティング類型

化

以上、いままで多角的かつ多面的に非営利

組織のマーケティング類型化への試みを行っ

てきたが、こうした経過から奥林康司・稲葉

元吉・貫隆夫著『NPO と経営学』中央経済

社、131 ページの河口弘雄稿「NPO経営学の

構築/マーケティングを中心にして 27」を、参

考引用し筆者がこれに大幅に加筆・修正を加

えて、NPO におけるマーケティング類型化

を試みたのが図表 3-7 である。

河口氏は同書において NPO のマーケティ

ング上の分類を 3つのパターンに類型化して

おり、具体的で分かりやすく図式化して論究

しているので筆者も大いに参考になった。ぜ

ひとも同書をお薦めしたい。したがって、河

口氏の類型化への試みに意見を同じくするも

のであるが、前掲著に論述されている氏の幾

つかの分類を一覧表にして分かりやすく大幅

に加筆・修正を試みた。

この図表は、アンゾフのマトリックスおよ

び PPM の応用である。まず、横軸に資金源

である資金源泉軸を「寄付金型」および「事

業収益・収入型」をとる。これに対して、縦

軸に成果実現の長短をとり「成果実現が比較

的短期」および「成果実現が比較的長期」を

とる。

この縦横軸の相関マトリックスから 4つの

象限、つまり NPO の事業類型化が可能にな

る。第 1 象限は「災害ボランティア型」、第

2 象限は「NGO 型」、そして第 3 象限は「公

共施設型」、第 4 象限は「行政補完型」とな

る。そしてそれぞれの象限をくくって、

［1］NPO型マーケティング

［2］短期サービス型マーケティング

［3］長期サービス型マーケティング

［4］企業型マーケティング

と命名している（名称は筆者が加筆・修正を

したものである）。

一般的に、事業収入・収益事業など対価の

得られる事業を推進していくと、NPO は企
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・政治クラブ�
　全米ライフル協会�
・多くのプロテスタント教会�

・赤十字社、米国援助物資発�
　送協会、救世軍�
・シエラクラブ全米オーデュ�
　ボン協会�
・付属病院�
・交響楽団�
・大学・美術館�

・米国マーケティング協会�
・非営利的カントリークラブ�

出所：Christopher H. Lovelock & Charles B. Weinberg, Pnblic �
　　　and Nonprofit Marketing, 2nd ed, 1989.（渡辺好章、梅�
　　　沢昌太郎監訳『公共・非営利のマーケティング』白�
　　　桃書房、1991）この図表を基礎にして河口弘雄氏は�
　　　奥林康司・稲葉元吉・貫隆夫編『NPOと経営学』中�
　　　央経済社、2002年p.130で同図表を掲載し論究してい�
　　　る。�

・宗教関係書店�
・コミュニティー病院�

寄　付　的�
寄付などに�（依存する　）�

商　業　的�
使用者料金�（に依存する）�

相　互　的�
後継者によっ�（て支配される）�

企業家的�
専門家によっ�（て支配される）�

図表3-6　資金源および経営支配形態によるNPOの分類�



業に近づき、社会的使命であるミッションを

重視していく企業は NPO に近づくものと考

えられる。まちづくりや環境事業・エコ事業

をテーマにしたコミュニティービジネス

（community business）が芽生えてくるのはこう

した背景があるからである。

コミュニティービジネスとは、地域の環境

と人・モノ・金・情報などの資源を活用し、

地域社会の再生や発展を目指して行われる事

業である。株式会社や有限会社といった営利

組織や生活協同組合のような形態で行われる

ことも多いが、NPO 法が実現したことによ

り今後 NPO 法人を活用する可能性も大いに

ある。

成熟社会になって何らかの価値や社会的使

命であるミッションにこだわりを持ち、それ

を実現する範囲において、可能な収益をも追

求するという NPO とも企業とも見分けがつ

かないような事業が重要な役割を果たすよう

になってくる。つまり、「こだわり事業」の

実現である。環境にこだわるエコ事業、芸術

にこだわるアート事業、人間性の尊重や人権

にこだわるヒューマン事業、地域文化にこだ

わるカルチャー事業といった具合である。

このように、いろいろな相関図を使用し縦

軸および横軸にいかなるキーワード・キーコ

ンセプトをとるかによって、非営利組織にお

けるマーケティング類型化への試みを考察し

てきた。どの類型化が最も妥当であるかの判

断は一概に言えない。

大切なことは、ありとあらゆるマーケティ

ング類型化への試みを行うことによって、非

営利組織の使命であるミッションがいかに有

効に機能するか、そして受益者満足・利用者

満足・顧客満足を必達させることができるか

を見極めることである。

おわりに

マーケティング概念は、公共・非営利組織

体のマーケティングとして機能し始めてい

る。組織や事業領域が存在すれば、営利・非

営利組織を問わずマーケティングマネジメン

トが存在する。今や非営利組織体の存在なく

しては、社会貢献活動は語れなくなってきた。

その理由は、政治の失敗や企業の失敗、市

場の失敗、契約・公約の失敗を補填するカタ

チで非営利組織体が機能しているからであ

る。NPO のコンセプトは、目に見えないも

のである“善意”を売るというところが、企

業のそれとは異なる。

NPO におけるミッションは、支援者や支

持者、寄付者の善意をいかに組織・機関にお

けるマネジメントおよびマーケティング活動

を通じて受益者、利用者、顧客満足を促すか

を達成するための強固な意思・想いである。
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◇災害ボランティア�
　型�
  ［例］�
・災害救援団体�
・医療救援団体�
・市民運動、ボラン�
　ティア�
・教会など�
�◇NGO型�
  ［例］�
・発展途上国開発援�
　助団体�
・自然、動物保護団�
　体�
・アドボカシー団体�
・環境保護団体�
・難民救助など�

出所：奥林康司・稲葉元吉・貫隆夫編『NPOと経営学』中央�
　　　経済社、p.131（河口弘雄稿）を筆者が大幅に加筆、�
　　　加工修正した。�

◇公共施設型�
�
  ［例］�
・病院・大学�
・動物園�
・美術館�
・芸術文化団体など�
�
�◇行政補完型�
  ［例］�
・老人福祉/介護�
・私立学校�
・社会教育�
・社会福祉法人など�

図表3-7　NPOのマーケティング分類�
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長期サービス型マーケティング�

成果実現が比較的長期�
（サービスの供給・性質）�



こうした顧客満足はやがて社会満足をも促

し福祉・公益マーケティングを可能にする。

景気低迷下の今日、NPO法人を立ち上げ、少

しでも世の中が良くなるようにと善意に満ち

た活動をしようとする任意ボランティアも増

えてきている。本論が、その一助になれば幸

いである。

Notes
１．社会満足とは、企業を取り巻くステークホー

ルダーである消費者・顧客・ユーザー、取引先、

従業員・労働組合、株主、金融機関、地域社会、

NPO・ボランティア、自治体などの満足を総称

して言った言葉である。顧客満足は社会満足に

包含されるものと考えられる。

２．社会的使命とは、ミッションを基軸にした事

業組織の社会的使命感を指していう。企業にも

社会的使命は存在するが、もともと企業は社会

貢献をした結果、その見返り恩恵としての利益

を上げることを企業の目的に掲げるが、非営利

組織では社会的使命（social mission）を必達する

ことを目的としている。

３．ソーシャルマーケティングとは、Ｐ.コトラー

が提唱した概念でありアメリカにおいてマネジ

リアルマーケティングの弊害を補填するコンシ

ューマーリズム（consumerism ：消費者主権主義）

の台頭とともに派生してきたマーケティングで

ある。産業公害、環境問題などに対して真っ向

から反対し企業の社会的責任、社会貢献性の強

い企業活動を基軸にした社会志向的、福祉志向

的マーケティングをいう。

４．機会費用とは、意思決定のための資源（たと

えば人・モノ・金など）を仮に代替的用途のうち

の一つに振り当てられた場合、他の代替的用途

で得られた利益は放棄することになる。この放

棄された利益の推定金額を代替的機会を犠牲に

したコストであるという認識に立ち機会費用

（埋没原価）という見方をする。意思決定会計上

の用語である。

５．意思決定（decision-making）とは、事業体が何

らかの問題解決に直面した場合に、幾つかの代

替案を出してこの代替案がもたらすであろう結

果を一定の基準に基づいて評価し最も望ましい

具体案を選択する行為をいう。実際にはこの背

後に具体的な行動が伴うのを常とする作用であ

る。トップマネジメントの意思決定、決断力と

その行為・行動および成果を促す精神的作用で

ある。

６．高潔性とは、非営利組織において国や地方自

治体などからの補助金、会費、事業収入などの

有償・無償の寄付金などを使用して社会貢献的

な事業運営を行う。特に、会計処理などは厳し

くチェックされ監査される。また事業の公開・

開示や事業経営責任者の人格、つまり潔白性、

高潔性が求められている。

７．「企業は社会の公器」とは、本来企業は私的

な事業体ではなく、世の中に仕事をやらせても

らっているという機会を与えられたものである

という考え方を、企業は社会の公器と言ってみ

たものである。事業を起こさせる機会を与えら

れたのであるから、社会貢献活動をするのは当

然であるという視点に立つ。

８．「公共の利益を以て私益と成す」とは、企業

の利益は決して先に存在するものではなく、地

域社会において社会貢献をした、その結果とし

てあるいは見返りとして還元されるものである

という考え方を総称してこう言ってみたもので

ある。

９．成果主義とは、能力給や能力給、職務給、報

奨制度、年俸制、契約社員制度、分社化、社内

事業主制度、ヘッドハンティングなどを導入し

て、企業にいかに貢献したか経営成果を基軸に

した業績評価主義を指していう。

10．公約（commitment）とは、欧米のキリスト教

圏の市民にに深く根付いている契約思想をベー

スにした、公約、公言、宣言、誓約を意味する

概念である。事業活動の領域においてもこうし

た概念が機能しており、事業体の不正や倫理観

を牽制するはたらきがありマーケティングマネ

ジメントの決まり文句となってきている。

11．「社会的使命のマーケティング（social mission

marketing）」とは、事業体のミッションを経営理

念に次ぐ最上位に掲げて、従業員ミッション、

顧客ミッション（受益者ミッション）、社会ミッ

ションと浸透させ伝播させることによって、事

業体の成果の実現やミッションの必達を図って

いくことを目的にしたマーケティングを指して

いう。詳細は拙著『社会的使命のマーケティン

グ』中央経済社を参照してもらいたい。

12．契約思想とは、欧米のキリスト教圏の国家の

取引に見られる思想である。事業体と顧客・ユ

ーザーとの関係は、取引契約によって成り立っ

ているという論理の思想である。この背後には、

神であるキリストとの契約という概念が深く浸

透している。公約（commitment）という概念もこ

うした契約思想から派生したものであると考え

られる。
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13．社会満足とは、企業を取り巻くステークホー

ルダーである、消費者・顧客・ユーザー、従業

員・労働組合、株主、仕入先や販売先、金融機

関などの取引先、地域社会、NPO・ボランティ

ア、自治体、政府・国家などの満足を総称して

このように言ってみた。

14．企業フィランソロピー（corporate philanthropy）

とは、企業における博愛・慈善という思いやり

の心、人間性と意味である。企業が「社会の公

器」、あるいは「公共の利益を以て私益と成す」

という性格を保持し市民社会の一員として社会

との良好な関係性を維持するための社会貢献活

動を指す。企業メセナや企業市民性という言葉

はこうしたことが背景になって生まれた。

15．ステークホールダー満足とは、社会満足と同

様な意味であり、企業が利害関係者との良好な

関係性を保持するために行う満足の概念であ

る。顧客「受益者」満足もこの社会満足概念に

包含される。

16．ドラッカー著、上田惇生訳、ハーバードビジ

ネス編集部編『Ｐ.Ｆ.ドラッカー経営論集（Peter

Drucker on The Profession of Management）』ダイヤモ

ンド社、1998 年、PP87 ～ 89。

17．同上書、PP94 ～ 95。

18．同上書、PP95。

19．コミットメントとは、公約・委任・誓約・公

言・委員付託という意味がある。企業などの事

業体が、事業ミッションを明確にしその必達を

図るためスタッフなどと公約することにより、

事業の成果を上げるための用語として、マネジ

メントやマーケティングにおいて使用されてい

る。

20．リレーションシップマーケティングとは、

CRM、つまり顧客関係性マーケティング（cus-

tomer relationship marketing）ともいう。アメリカの

経験値から、企業の 20 ％の顧客で約 80 ％の売

り上げを達成しているということから、残りの

80 ％の顧客開拓にかけるコストをかけるより

も、上得意先である顧客 20 ％との取引関係性

を重視した方がはるかに効率的であるというマ

ーケティングを指していう（嶋口充輝『柔らかい

マーケティングの論理』ダイヤモンド社、1997 年、

p.111）。

21．ドラッカー、上田惇生訳、ハーバードビジネ

ス編集部編『Ｐ.Ｆ.ドラッカー経営論集（Peter

Drucker on The Profession of Management）』ダイヤモ

ンド社、1998 年、PP89 ～ 92。

22．ドラッカー編、田中弥生訳『非営利組織の自

己評価法』ダイヤモンド社、1998 年、p.63。

23．三宅隆之「非営利組織体におけるマーケティ

ング類型化への試み」日本経営診断学会プロジ

ェクト研究『非営利組織の経営診断』2002 年。

24．同上書。

25．三宅隆之『社会的使命のマーケティング』中

央経済社、2003 年、p.132。

26．三宅「非営利組織体におけるマーケティング

類型化への試み」前掲書。

27．河口弘雄「NPO の経営学の構築/マーケティ

ングを中心にして」奥林康司・稲葉元吉・貫隆

夫編『NPO と経営学』中央経済社、2002 年、

p.131。
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